
第１号様式（第６条関係） 

 

海老名市木造住宅簡易耐震診断費補助金交付申請書 
 

年  月  日  

 

  海老名市長 殿 

 

住所 

申請者 氏名                  

電話番号 

 

 海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金（簡易耐震診断）の交付を受けたいので、海老名市木造住宅耐震化促進関

係補助金交付要綱第６条の規定により、補助金関係書類を添付し、申請します。 

なお、申請に関する審査のため、申請者について、海老名市が保有する公簿等により市税等の納付状況等を取得す

ることに同意します。また、暴力団員でないことを確認するため、本申請に記載された個人情報を神奈川県警察本部

に照会することについて、同意します。 

所 

有 

者 

・ 
親 

族 
 

所有者 

氏  名  

住  所  

生年月日  

親族 

※親族が申請する 

場合、記入 

氏  名  

住  所  

生年月日  

親族が 

申請する 

理由 
 

対 

象 

建 

築 

物 

所在地（地番） 海老名市 

用   途 □ 一戸建て住宅 □ 長屋 □（    ）併用住宅 

面   積 １階   ㎡  ２階   ㎡  延べ面積     ㎡ 

建 築 年 度 昭和   年    月頃着工 

簡
易
耐
震
診
断 

診断予定日   年  月頃 

補助対象金額                円（税抜き） 

交付申請額                円（1,000円未満切捨て） 

（裏面に続く） 



添 

付 

書 

類 

□ 建物の建築年を証明できる書類（建築確認通知書の写し、固定資産（家屋）評価証明書など） 

□ 簡易耐震診断の見積書の写し 

□ 所有者同意書 ※親族が申請する場合に限る。 

□ 親族関係を示す書類 ※親族が申請する場合に限る。 

□ 所有者及びその親族の市税等に未納がないことを証する書類 

※課税地が海老名市以外の場合に限る。 

□ 診断士が建築士であることを証する書類 

□ 案内図 

補 

助 

対 

象 

条 

件 

チ 

䣷 

䣹 

ク 

リ 

ス 

ト 

以下すべての項目にチェックがあること。 

□ 当該住宅を所有している個人又はその親族である。 

□ 建築確認を受け、昭和56年５月31日以前に建築工事に着手している。 

□ 昭和56年６月１日以後、既存の２分の１以上の増築又は改築をしていない。 

□ ２階建て以下である。 

□ 在来工法による木造住宅である。 

□ 市税等（市民税・固定資産税・都市計画税・軽自動車税・国民健康保険税）を滞納していない。 

□ 過去に当該住宅において耐震診断の補助金の交付を受けていない。 

備  考 

 

 

 

  



第７号様式（第７条関係） 

 

海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付・不交付決定通知書 
 

第   号  

    年  月  日  

 

              様 

  

                       海老名市長 

 

年  月  日付けで申請のあった海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金について、次の

とおり決定したので、海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付要綱第７条第２項の規定により通

知します。 

決定内容 □ 交付   □ 不交付 

交付決定金額                    円        

補助金の種類 
□ 簡易耐震診断 □ 耐震診断 □ 耐震改修計画書 

□ 耐震改修工事等 □ 解体工事 

対象建築物 

所在地（地番） 海老名市 

用 途 □ 一戸建て住宅 □ 長屋 □（    ）併用住宅 

階 数     階建 

備考 

 



第８号様式（第８条関係） 

 

海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付 
（ 変更・取下げ ）申請書 

  

年  月  日 

 

  海老名市長 殿 

 

住所 

申請者 氏名 

電話番号 

 

      年  月  日付けで交付決定のあった住宅の（簡易耐震診断・耐震診断・耐震改修計画書・耐震改修

工事等・解体工事）について、海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付要綱第８条の規定により関係する

書類を添付し、（ 変更・取下げ ）申請をします。 

補助金の種類 
□  簡易耐震診断  □ 耐震診断  □ 耐震改修計画書  

□ 耐震改修工事等 □ 解体工事 

対 

象 

建 

築 

物 

所在地（地番） 海老名市 

用   途 □ 一戸建て住宅  □ 長屋  □（    ）併用住宅 

階   数       階建  

変 

更 

概 

要 
変更・取下げ区分 □ 変更    □ 取下げ 

変更・取下げ 

理由及び内容 
 

変更前の補助対象額                円（税抜き） 

変更後の補助対象額                円（税抜き） 

変更後の交付申請額                円（1,000未満切捨て） 

処 

理 

欄 

※耐震計画書及び耐震改修工事に係る補助金を同時に申請する場合は、その内訳を記載すること。 



第９号様式（第９条関係） 

 

海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付決定 
（ 変更・取消 ）通知書 

 

第    号  

 年  月  日  

 

          様 

 

                     海老名市長    

 

年  月  日付けで交付した木造住宅耐震化促進関係補助金を次のとおり（ 変更する・取消す ）

ので、海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金交付要綱第９条の規定により通知します。 

補助金の種類 
□  簡易耐震診断  □ 耐震診断  □ 耐震改修計画書  

□ 耐震改修工事等 □ 解体工事 

対 

象 

建 

築 

物 

所在地（地番） 海老名市 

用   途 □ 一戸建て住宅  □ 長屋  □（    ）併用住宅 

階   数       階建  

変 

更 
概 
要 

変更・取消区分 □ 変更    □ 取消 

変更前の補助対象額                円（税抜き） 

変更後の補助対象額                円（税抜き） 

変更後の交付決定額                円（1,000円未満切捨て） 

備考 

 

 



第１１号様式（第１２条関係） 

 

海老名市木造住宅簡易耐震診断完了実績報告書 
 

    年  月  日  

 

 海老名市長  殿 

 

住所 

申請者 氏名               

電話番号 

 

    年  月  日付けで交付決定のあった簡易耐震診断が完了したので、海老名市木造住宅耐震化促進

関係補助金交付要綱第１２条の規定により、関係書類を添付して報告します。 

対象建築物の 

所在地（地番） 
海老名市 

簡易耐震診断結果 

□ 一見して倒壊の危険性がある 

□ 壁の割合が0.8未満 

□ 倒壊の危険性があると簡易耐震診断では判断できない 

建築士 

氏  名  

所属事務所等名  

所属事務所住所  

電話番号  

実績金額                円（税抜き） 

交付決定金額                円（1,000円未満切捨て） 

添付書類 
□ 旧耐震基準の木造住宅の除却における容易な耐震診断調査結果の写し 

□ 簡易耐震診断費の領収書の写し 

備考 

※交付申請年度の２月末日までに提出願います。 

 

 

 



第１８号様式（第１４条関係） 

 

海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金請求書 
 

    年  月  日  

 

  海老名市長 殿 

 

住所 

申請者 氏名               

電話番号 

 

      年  月  日付けで確定通知のあった海老名市木造住宅（簡易耐震診断・耐震診断・耐震計

改修計画書作成・耐震改修工事等・解体工事）補助金について、海老名市木造住宅耐震化促進関係補助金

交付要綱第１４条第１項の規定により、次のとおり請求します。 

補助金の種類  □ 簡易耐震診断   □ 耐震診断  □ 耐震改修計画書 

 □ 耐震改修工事等  □ 解体工事 

 

 

請求額                        円 

 

 

振込先 

上記請求額は以下の口座に振り込みをお願いします。 

金 融 機 関 

        銀行・信金        本 店 

        農協・信組        支 店 

       （     ）       出張所 

口 座 種 別  

口 座 番 号  

口 座 名 義 人 

（カタカナ） 
 

※確定通知受理後、速やかに提出願います。３月にあっては３月末までに提出願います。 

 


